
 

一般社団法人日本サステナブル建築協会（JSBC 会長：吉野博）は、国土交通省補助事業「ス

マートウェルネス住宅等推進事業」において、住生活空間の断熱性向上が居住者の健康に与

える影響を検証する全国調査を平成 26 年度から実施してまいりました。 

 住宅断熱改修前におけるさまざまな住宅の温熱環境と居住者の血圧・諸症状・健診記録と

の関連分析、断熱改修前後での住宅温熱環境と居住者の血圧・諸症状の短期的変化の分析結

果、また、それらから示唆される疾病予防につながる知見を中間成果として速報します。 

この調査結果を報告し、普及啓発を行うことにより、今後の健康・省エネ住宅の整備が推進され、国

民の健康確保と、国と地域の発展につながることを期待します。住宅に携わる方はもちろん、住宅 

持ちの 

 

 

主 催 ： 一般社団法人日本サステナブル建築協会 

後 援 ： 一般財団法人建築環境・省エネルギー機構 

日 時 ： 令和３年１月２６日（火）13：30～16：50 （受付開始は１３：００を予定） 

定 員 ： ４00 名  参加費：無料（事前登録制） 

方 法 ： Zoom によるウェビナー方式、下記の URL から登録してください。 

     https://zoom.us/webinar/register/WN_3dn2uqphRuKGIe9JSJaM2g 

 

 

１．挨拶（10 分）             国土交通省 住宅局 安心居住推進課長  藤田 一郎 氏 

            スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 委員長／ 

一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構 理事長   村上 周三 氏 

２．住環境政策に資する最新の医学的エビデンスと今後の候補研究速報（110 分） 

スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 幹事 兼 調査・解析小委員会 委員長／ 

慶應義塾大学 理工学部 システムデザイン工学科 教授 伊香賀 俊治 氏 

スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 委員／東京都立大学名誉教授 星  旦二 氏 

調査・解析小委員会 委員／東京工業大学 環境・社会理工学院 建築学系 助教   海塩  渉 氏 

  スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 調査・解析小委員会 幹事／           

北九州市立大学 国際環境工学部 建築デザイン学科 講師 安藤 真太朗 氏 

調査・解析小委員会 専門委員／元慶應義塾大学大学 共同研究員   伊藤 真紀 氏 
スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 調査・解析小委員会 委員／           

法政大学 デザイン工学部 建築学科 准教授  川久保 俊 氏 

＜休憩（10 分）＞ 

３．パネルディスカッション（70 分） 

医学的エビデンスに基づく住環境政策への貢献 

（前出）  村上 周三 氏 

スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 副委員長／ 
自治医科大学 内科学講座 循環器内科学部門  教授   苅尾 七臣 氏 

           スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 副委員長／ 

東北大学  名誉教授   吉野  博 氏 

スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 調査・解析小委員会 委員／ 

奈良県立医科大学 疫学・予防医学講座  教授   佐伯 圭吾 氏 

 

司会（前出）  伊香賀 俊治 氏 

住住宅宅のの断断熱熱化化とと居居住住者者のの健健康康へへのの影影響響にに関関すするる全全国国調調査査  

第第５５回回報報告告会会  
～国土交通省スマートウェルネス住宅等推進事業調査による住環境政策に資する最新の医学的エビデンス〜 

一般社団法人日本サステナブル建築協会（JSBC 会長：吉野博）は、国土交通省補助事業「スマートウ

ェルネス住宅等推進事業」において、住生活空間の断熱性向上が居住者の健康に与える影響を検証する全国

調査を平成 26 年度から平成 30 年度まで実施してまいりました。平成 31 年度からは追跡調査（長期コホ

ート）を開始しています。全国 2000 世帯・4000 人の世界的にも貴重な５年間の調査分析成果は、国際

医学論文４編、国内医学論文１編として刊行され、現在も続々と論文査読中・投稿予定となっています。 

世界保健機関は、2018 年 11 月に、WHO 住宅と健康ガイドラインを公表し、冬季室温 18℃以上、住

宅新築・改修時断熱工事などを勧告し、各国の対応が求められています。また、新型コロナウイルス感染爆

発によって、新型コロナ重症化につながる基礎疾患の予防、在宅勤務への対応、自然災害時にも避難所に逃

げずに済む住まいなどへの関心も高まっています。さらに、2020 年 10 月の「2050 年カーボンニュー

トラル、脱炭素社会の実現を目指す」とした首相所信表明と 11 月の衆参両院における「気候非常事態宣言」

決議案の可決など住宅の省エネルギー対策の加速が求められます。 

住宅に携わる方はもちろん、住宅の温熱環境と健康にご興味をお持ちの方、断熱改修をご検討の方など、

多数の皆様のお越しをお待ち申し上げます。 

開 催 概 要 

プログラム（予告なく変更になる場合がございます） 


